
経済安全保障・地政学
リスクサーベイ2025

【速報版】

2025年3月

© 2025 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of 

independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

© Thomson Reuters 2025. All rights reserved.



経済安全保障・地政学リスクサーベイ2025 結果の要点1

米国の「関税引き上げ」
次いで「気候変動対策
の後退」に懸念

「AIなど技術分野での
米国の規制緩和」
に約20%が期待

「中国サプライ
チェーンの依存度を
下げる」企業が27.0%

米国新政権への企業の反応

27%

20%
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11%

経済安全保障・地政学リスクサーベイ2025 結果の要点2

前回調査に比べ、
「経済安保を経営企画部署が
担当」する傾向が強まる

「反ESG*が環境施策や
中長期経営計画に影響」と

10%超の企業が回答

インテリジェンス活動を
「中長期的な機会／リスク
調査」に使う企業が約30%

経済安保を取り巻く環境の変化

*ESGに懐疑的な意見・動向で、気候変動対策やDEIなどを批判する立場を取る

30%

10%超
21%

© 2025 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of 

independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

© Thomson Reuters 2025. All rights reserved.

3経済安全保障・地政学リスクサーベイ2025速報版



名称 企業の経済安全保障・地政学リスク対応の取組みに関する調査

対象 国内上場企業、および売上高400億円以上の未上場企業の経営企画・リスク管理部門

調査期間 2025年1月7日～2月21日

調査方法 郵送およびウェブによるアンケートの回収

調査依頼数 約4,000社

有効回答数 176件

（1社が無回答／ n=175）（1社が無回答／ n=175）

調査概要

（注）本サーベイレポートでは、小数第2位で四捨五入をして

いるため、合計値が100％にならない場合があります。

従業員数（連結） 業種

回答企業の属性

売上高（2024年度連結）

39.4%

15.4%

14.9%

8.6%

8.0%

13.7%

500億円未満

500億～1,000億円未満

1,000億～3,000億円未満

3,000億～5,000億円未満

5,000億～１兆円未満

1兆円以上

（0社が無回答／ n=176）

25.7%

12.6%

21.7%

10.3%

11.4%

18.3%

1～499人

500～999人

1,000～2.999人

3,000～4,999人

5,000～9,999人

1万人以上
11.4%

2.8%

13.1%

6.3%

5.1%

11.9%

10.8%

1.1%

4.5%

2.3%

8.5%

5.7%

4.5%

4.0%

7.4%

0.6%

建設・不動産

食品

機械・電機

電子機器

自動車関連

化学・素材

その他製造

エネルギー・鉱工業

医薬品

商社

小売り・卸売り

情報・通信

運輸

金融

サービス

その他
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48.2%
46.5%

31.8%

30.0%

13.5%

12.9%

6.5%

8.8%

0.6%

2.4%

リスク管理体制の整備・見直し

外部環境分析・リスクシナリ…

中期経営計画の見直し

サプライチェーンの見直し

インテリジェンス機能の強化

経営管理プロセスの見直し

経済安全保障推進法対応

特に取り組む予定はない

その他

わからない

66.1%

59.1%

52.0%

50.3%
36.3%

29.2%

18.7%

6.4%

2.9%

4.1%

2.3%

0.6%

米国新政権の政策変更

米国による対中規制強化

中国による貿易管理規制強化

台湾情勢の緊迫化

ロシア・ウクライナ情勢の緊迫化

中東情勢の緊迫化

朝鮮半島情勢の緊迫化

ミャンマー情勢の緊迫化

アフリカ情勢の緊迫化

特に懸念していることはない

その他

わからない

懸念される経済安全保障・地政学リスク

企業が懸念する経済安保・地政学

リスクについて、米国新政権による政策

変更が約66％で最多となりました。他に

も米国・中国関連のリスクが上位に集

まっています。

今後1年以内の取組みについては、半

数弱の企業が リスク管理体制の

整備・見直しと外部環境分析・リスク

シナリオ分析と回答しました。

台湾情勢の緊迫化

米国による対中規制強化

米国新政権の政策変更を
約66%の企業が懸念

特に影響が懸念される経済安全保障・地政学リスク

（複数選択可／ n=171）

米国新政権の政策変更

中国による貿易管理規制強化

今後1年以内に取組みを想定している重点施策

（3つまで選択可／ n=170）

外部環境分析・リスクシナリオ分析

リスク管理体制の整備・見直し
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13.2%
7.9%
7.9%

6.6%
6.6%

2.0%

2.0%

0.7%

0.7%

61.2%

5.3%

9.9%

その他ＡＳＥＡＮ諸国

インド

米国

ベトナム

日本

ＥＵ

メキシコ

中国

カナダ

サプライチェーン組み換えを検討していない

その他

わからない

27.0%
1.3%

0.7%

0.7%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

61.8%

3.9%

6.6%

中国

ＥＵ

米国

日本

その他ＡＳＥＡＮ諸国

カナダ

メキシコ

ベトナム

インド

サプライチェーン組み換えを検討していない

その他

わからない

米国新政権への企業の反応 ーサプライチェーンの変化

米国新政権発足を受けサプライチェー

ン依存度低下を検討する国・地域につ

いて、中国が27.0％で最多でした。米

国政権は中国に高い関税引き上げを表

明しており、懸念の高まりがみられます。

依存度を高める地域はインドや東南

アジアが上位で、アジア圏内でのサプラ

イチェーン多元化が注目されています。

サプライチェーン依存度を高めることを検討している国・地域

27.0%の企業が中国
の依存度低下を検討

サプライチェーン依存度を下げることを検討している国・地域

（複数選択可／ n=152）

（複数選択可／ n=152）

中国

ベトナムを除くASEAN諸国

インド

ベトナム

米国

日本

ベトナムを除くASEAN諸国
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52.9%

36.1%

29.0%

18.7%

15.5%

13.5%

11.6%

8.4%

8.4%

17.4%

6.5%

2.6%

輸入品全体への一律関税引き上げ

中国を標的にした関税引き上げ

パリ協定脱退等の気候変動対策の後退

中国企業が米国への輸出拠点とする国（メキシ…

インフレ削減法撤廃／改正を含むＥＶ販売促…

相手国と同じ関税率を課す「相互貿易法」

ＦＲＢの米金融政策への介入

化石燃料の米国内生産の推進

移民関連規制の強化

特に懸念しているリスクはない

その他

わからない

米国新政権への企業の反応 ー関税への警戒

輸入品全体への一律関税の引き上げ

米国新政権発足で懸念するリスクとして、

「関税の引き上げ」と「気候変動対策の

後退」が警戒されています。

関税強化やEV施策の変更などで、

幅広くサプライチェーンが影響を受けると

の受け止めが広がっています。 

「関税引き上げ」次いで
「気候変動対策の後退」を
懸念

米国新政権により懸念するリスク

（複数選択可／ n=155）

中国企業が米国への輸出拠点とする国
（メキシコ等）への関税引き上げ

中国を標的にした関税引き上げ

インフレ削減法撤廃／改正を含む
ＥＶ販売促進策の縮小や撤廃

相手国と同じ関税率を課す「相互貿易法」

パリ協定脱退などの気候変動対策の後退
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FRBの米金融政策への介入

インフレ削減法撤廃／改正を含む
EV販売施策の縮小や撤廃
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米国新政権で期待する事業機会のうち、

最多はAI、自動運転車を含む技術分

野の規制緩和で19.2％でした。

トランプ大統領は規制緩和に関心が

高く、市場が活性化するとの見立てがあ

るようです。

米国新政権への企業の反応 ー規制緩和への期待

約20％がAIなどの規制緩和と
米国内生産の優遇に期待

米国新政権により期待する事業機会

（複数選択可／ n=151）

19.2%

17.9%

15.2%

13.9%

8.6%

1.3%

48.3%

1.3%

7.3%

ＡＩ、自動運転車を含む技術分野の規制緩和

米国内生産の優遇

ハイブリッド車等を含む内燃機関車の存続策

法人税の引き下げ

化石燃料の米国内生産の推進

移民関連規制の強化

特に期待する事業機会はない

その他

わからない

AI、自動運転車を含む技術分野の規制緩和
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29.8%

26.5%

24.5%

22.5%

16.6%

15.2%

7.3%

25.8%

0.7%

17.2%

中期／長期成長戦略の機会／リスク調査

特定の法律・規制対応

特定の国・地域での機会／リスク把握

取引先のチェック

サプライチェーンの脆弱性確認

特定の自社商材の機会／リスク把握

産官学連携の機会調査

特に重視している取組みはない

その他

わからない

インテリジェンス活動

インテリジェンス活動を
中長期的な機会／リスク
調査に使う企業が約30%

中期／長期成長戦略の機会／リスク調査

インテリジェンス活動で重視する取組み

（複数選択可／ n=151）

インテリジェンス活動として最も重視する

のが中長期の成長戦略についての機会

やリスク調査で、29.8％を占めました。

直近の機会やリスクだけでなく、長期的

な視点を持とうとする企業の姿勢が垣間

見えます。
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21.1%

18.9%

11.4%

5.1%

4.6%

37.7%

1.1%

11.0%

22.6%

12.8%

6.1%

3.0%

32.6%

11.9%

専門部署は設けていないが、経営企画部署で所掌している

専門部署は設けていないが、リスク管理部署で所掌している

専門部署は設けていないが、リスク管理部署、経営企画部

署以外で協議し、その都度所掌を決定する

専門部署を設けている

その他

専門部署ならびに経済安全保障を担当する部署はない

わからない

（2024年 単一回答／ n=328）

経済安全保障の担当部署

前回調査に比べ、経済安保を
経営企画部署が担当する割合
が10.1ポイント増加

専門部署は設けていないが経営企画部署で所掌している

経済安全保障に関する専門部署の設置状況

経済安全保障を経営企画部署で所掌

する企業が前回調査より10.1ポイント増

えました。

リスクだけでなく、経営戦略の側面からも

経済安全保障をとらえようとしている企

業が増えていることがうかがえます。

専門部署は設けていないがリスク管理部署、経営企画部
署以外で協議し、その都度所掌を決定する

（2025年 単一回答／ n=175）

凡例 ：2024年 ：2025年
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10.5%

7.2%

4.6%

2.6%

0.0%

71.9%

1.3%

9.2%

自社商品やサービスの宣伝でＥＳＧを訴えすぎない…

商品やサービス開発戦略を見直し、経済合理性を重視

採用や昇進方針でＥＳＧを訴えすぎないよう注意

自社のＥＳＧの取り組みを縮小

反ＥＳＧの影響を受けやすい事業の縮小

特に対応を検討・実施していない

その他

わからない

13.0%

11.0%

8.4%

7.1%

2.6%

66.9%

1.9%

7.8%

自社の環境重視の取組みに悪影響が懸念される

中長期経営計画に影響が生じる

自社の商品やサービスの販売への悪影響が懸念される

情報発信方法を変える必要が生じる

自社の採用や昇進方針が批判され得る

自社への影響は限定的である

その他

わからない

反ESG*が環境施策と中長期経営計

画に影響すると懸念する回答が10％超

ありました。一定数の企業が反ESGに

関する運動が中長期的に続くと感じて

いることがわかります。

反ESGへの対応施策として、商品や

サービス宣伝でESGを訴えすぎないよ

うにするとの回答が10.5％で最多です。

反ESG

反ESG*が環境施策と中長
期経営計画に影響と10%超
の企業が回答

反ESGに関して懸念する影響

*ESGに懐疑的な意見・動向で、気候変動対策やDEIなどを批判する立場を取る

反ESGに関して必要になる対応

（複数選択可／ n=153）

（複数選択可／ n=154）

中長期経営計画に影響が生じる

自社商品やサービスの宣伝でESGを訴えすぎないよう注意

自社の環境重視の取組みに悪影響が懸念される
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自社のESGの取組みを縮小

採用や昇進方針でESGを訴えすぎないよう注意

反ESGの影響を受けやすい事業の縮小



Ⅰ.
リスク対応に向けた施策

© 2025 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of 

independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

© Thomson Reuters 2025. All rights reserved.



経済安全保障に関する
組織・業務全般
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21.1%

18.9%

11.4%

5.1%

4.6%

37.7%

1.1%

11.0%

22.6%

12.8%

6.1%

3.0%

32.6%

11.9%

専門部署は設けていないが、経営企画部署で所掌している

専門部署は設けていないが、リスク管理部署で所掌している

専門部署は設けていないが、リスク管理部署、経営企画部署以外で協議し、その都度

所掌を決定する

専門部署を設けている

その他

専門部署ならびに経済安全保障を担当する部署はない

わからない

経済安全保障に関する組織・業務全般

経済安全保障を経営企画部署で所掌する企業が前回調査より10.1ポイント増えました。リスクだけでなく、経営戦略の側面からも
経済安全保障をとらえようとしている企業が増えていることがうかがえます。

経済安全保障に関する専門部署の設置状況
（設置していない場合、担当部署）

凡例 ：2024年 ：2025年 （2025年 単一回答／ n=175）

専門部署は設けていないが、リスク管理部署、経営企画部署以外で協議し、
その都度所掌を決定する

専門部署は設けていないが、経営企画部署で所掌している

（2024年 単一回答／ n=328）
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48.5%

34.0%

28.2%

14.6%

10.7%

9.7%

14.6%

14.6%

経営企画

法務・コンプライアンス

リスク管理

貿易管理

情報セキュリティ

調達

その他

わからない

経済安全保障に関する組織・業務全般

専門部署の人員は経営企画から採用する事例が約半数を占めており、最多です。多くの企業が経済安全保障に関して、経営戦略・
計画に反映することを重視していることがうかがえます。

（複数選択可／ n=103）

経済安全保障に関する専門部署の人員の採用部署

経営企画
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48.5%

47.6%

41.7%

38.8%

28.2%

19.4%

10.7%

6.8%

10.7%

危機管理施策の策定・実行

コーポレート部署間での連携強化

各国の法規制対応

経営・事業計画策定のサポート

インテリジェンス活動

経済安全保障推進法対応

調達計画策定のサポート

その他

わからない

経済安全保障に関する組織・業務全般

経済安保部署の機能・役割として、48.5％が「危機管理施策の策定・実行」で最多です。「コーポレート部署間での連携強化」、 「各
国の法規制対応」、 「経営・事業計画策定のサポート」、「インテリジェンス活動」も一定数あり、ビジネスの“攻め”と“守り”の両面を担って
いることがうかがえます。

経済安全保障に関する専門部署の機能・役割

（複数選択可／ n=103）

危機管理施策の策定・実行

各国の法規制対応

経営・事業計画策定のサポート

コーポレート部署間での連携強化

インテリジェンス活動



懸念されるリスクと
対応上の課題
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66.1%
59.1%

52.0%
50.3%

36.3%

29.2%

18.7%

6.4%

2.9%

4.1%

2.3%

0.6%

米国新政権の政策変更

米国による対中規制強化

中国による貿易管理規制強化

台湾情勢の緊迫化

ロシア・ウクライナ情勢の緊迫化

中東情勢の緊迫化

朝鮮半島情勢の緊迫化

ミャンマー情勢の緊迫化

アフリカ情勢の緊迫化

特に懸念していることはない

その他

わからない

懸念されるリスクと対応上の課題

66.1%の企業が米国新政権の政策変更による影響を懸念しているほか、過半数が米国による対中規制強化や、中国による貿易管理
規制強化、台湾情勢の緊迫化と回答しました。企業が懸念するリスクが米国と中国関連に集中していることが改めて浮き彫りになりました。

特に影響が懸念される経済安全保障・地政学リスク

（複数選択可／ n=171）

米国新政権の政策変更

米国による対中規制強化

台湾情勢の緊迫化

中国による貿易管理規制強化
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48.2%

46.5%

31.8%
30.0%

13.5%

12.9%

6.5%

8.8%

0.6%

2.4%

リスク管理体制の整備・見直し

外部環境分析・リスクシナリオ分析

中期経営計画の見直し

サプライチェーンの見直し

インテリジェンス機能の強化

経営管理プロセスの見直し

経済安全保障推進法対応

特に取り組む予定はない

その他

わからない

懸念されるリスクと対応上の課題

約半数が今後1年以内にリスク管理体制の見直しや外部環境分析などに取組むと回答しました。米国新政権の発足などを受け、現状
のままではリスクに十分対応できないと危機感を持っている可能性があります。中期経営計画見直しに取組む企業も30%を超えました。

今後1年以内に取組みを想定している重点施策

（3つまで選択可／ n=170）

中期経営計画の見直し

外部環境分析・リスクシナリオ分析

リスク管理体制の整備・見直し



リスクを踏まえた
経営判断
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53.8%

50.3%

45.6%

29.2%

20.5%

7.0%

0.6%

5.3%

発生可能性や影響の大小等から施策の優先順位付け

外部機関の知見や他社事例等も参考にしながら広範にリスクを洗い出し

調査・分析では、リスクだけでなく機会を明確化

10年先、30年先等の中長期視点を踏まえて調査・分析

重要なテーマについて複数シナリオを想定して深掘り

上記のいずれも行っていない

その他

わからない

リスクを踏まえた経営判断

外部環境が複雑化するなか、優先順位を付けた分析がポイントとなるとの回答が53.8％で最多でした。調査にあたっては外部機関や
他社事例といった社外の力も使って対応する企業が50.3％、さらに機会も明確化するとの回答が45.6％となっています。

（複数選択可／ n=171）

経営戦略の策定に向けた外部環境分析のポイント

調査・分析では、リスクだけでなく機会を明確化

外部機関の知見や他社事例等も参考にしながら広範にリスクを洗い出し

発生可能性や影響の大小等から施策の優先順位付け
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14.3%

14.3%

12.5%

2.4%

59.5%

2.4%

7.1%

地域統括会社を設置し、本社への対応／報告を統括会社がコントロール

地域で自立した内部統制システムを導入

現地人社長の登用や現地取締役会の設置などのマネジメントの現地化

グローバルと特定国事業の分離を図り、スピンオフ上場等で現地化を促進

上記のいずれも実施していない

その他

わからない

リスクを踏まえた経営判断

地域統括会社の設置といったグループガバナンスの整備、地域で自立した内部統制システムの導入に取組む企業が10%超ありました。
保護主義の高まりなどサプライチェーンに影響する兆候が顕著になるなか、海外リスク把握や対応の速度を高めようとする動きがみられます。

（複数選択可／ n=168）

国際情勢の変化を受けたグループガバナンスの再編施策の実施状況

地域で自立した内部統制システムを導入

現地人社長の登用や現地取締役会の設置などマネジメントの現地化

地域統括会社を設置し、本社への対応／報告を統括会社がコントロール



サプライチェーンリスク
管理施策と課題
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61.3%

43.5%

38.1%

37.5%

20.8%

14.3%

13.1%

1.8%

1.8%

45.7%

25.0%

28.0%

29.9%

17.7%

15.2%

2.1%

21.0%

財務やコンプライアンス面での信用力を評価

人権・労働リスクを評価

代替可能性や専門技術の依存等の事業上重要性を評価

カントリーリスクを織り込んで評価

気候変動施策状況を評価

制裁対象者の有無で評価

リスク評価は行っていない

その他

わからない

サプライチェーンリスク管理施策と課題

サプライヤーのリスク評価で、 人権・労働リスクを観点に取り入れる企業が前回調査の約1.7倍である43.5％になりました。EUの
CSDDD（企業サステナビリティ・デュー・ディリジェンス指令）の成立などにより、一層対応の意識が高まっていることがうかがわれます。

サプライヤーのリスクを評価する観点

（2025年 複数選択可／ n=168）

約1.7倍

※2024年版の調査では「気候変動対策状況を評価」の選択肢なし

凡例 ：2024年 ：2025年

人権・労働リスクを評価

（2024年 複数選択可／ n=328）
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44.6%

41.0%

40.4%

31.9%

16.3%

16.9%

1.2%

5.4%

35.1%

30.8%

38.7%

22.9%

18.6%

16.5%

0.6%

18.0%

サプライチェーンに係るリスクシナリオの策定

リスクシナリオに基づいた対応策の策定

サプライチェーンの可視化

カントリーリスクを織り込んだ評価の仕組み化

サプライチェーン上のチョークポイントの特定

特に課題は感じていない

その他

わからない

サプライチェーンリスク管理施策と課題

サプライチェーン対応の課題として、リスクシナリオの策定や対応策の策定、サプライチェーンの可視化を挙げる企業がいずれも40%を
超え、前回調査の結果を上回りました。米国新政権が打ち出す関税引き上げ施策などを受け、リスクシナリオ策定や対応が複雑になると
企業は考えているようです。

経済安全保障・地政学リスクを踏まえたサプライチェーン対応の課題

（2025年 複数選択可／ n=166）凡例 ：2024年 ：2025年

サプライチェーンに係るリスクシナリオの策定

リスクシナリオに基づいた対応策の策定

サプライチェーンの可視化

（2024年 複数選択可／ n=328）
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25.0%

21.3%

13.4%

9.8%

4.9%

25.6%

32.3%

4.3%

3.7%

生産拠点あるいは調達先の分散・多元化（補助金活用含む）

戦略的な在庫管理（重要物資・代替不可部品の備蓄、在庫積増し等）

有事の際の代替調達先の確保、物流網の構築

製品設計の見直し

再利用・再資源化等（サーキュラーエコノミー）の活用

半導体・重要鉱物は取り扱っていない

上記のいずれも実施していない

その他

わからない

サプライチェーンリスク管理施策と課題

半導体・重要鉱物の安定確保に向けた施策として、生産拠点や調達先の分散・多元化（25.0％）と在庫管理（21.3％）が上位に
来ました。製品設計の見直しなどの回答を上回っており、まずはできる範囲で安定確保を目指す姿勢がうかがえます。

半導体・重要鉱物の安定確保に向けた対応策の実施状況

（複数選択可／ n=164）

生産拠点あるいは調達先の分散・多元化（補助金活用含む）

戦略的な在庫管理（重要物資・代替不可部品の備蓄、在庫積増しなど）



インテリジェンス
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21.7%
12.1%

11.5%

11.5%

8.9%

8.3%

8.3%

1.9%

49.0%

0.6%

9.6%

外部機関・専門家の利用

インテリジェンス活動の目的を明確化

インテリジェンス活動の対象分野とプロセスを明確化

本社とグループ会社との連絡会議を設置

インテリジェンス活動の責任者を明確化

情報利用者のニーズを把握のうえ、情報収集計画の立案・実行・改善

インテリジェンス活動にＡＩやデータ分析を活用

グループ会社にインテリジェンス担当者を設置

特に施策は実施していない

その他

わからない

インテリジェンス

インテリジェンス機能強化の施策として最多となったのが外部機関・専門家の利用で21.7%でした。経済安保をめぐる情勢が目まぐるしく
変わるなか、自社だけで解決しようとせず外部の知見も取り入れて対応を目指す企業の姿が浮かび上がります。

インテリジェンス機能強化に向けた施策

（複数選択可／ n=157）

外部機関・専門家の利用

インテリジェンス活動にAIやデータ分析を活用



31経済安全保障・地政学リスクサーベイ2025速報版© 2025 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of 

independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

© Thomson Reuters 2025. All rights reserved.

29.8%
26.5%

24.5%

22.5%

16.6%

15.2%

7.3%

25.8%

0.7%

17.2%

中期／長期成長戦略の機会／リスク調査

特定の法律・規制対応

特定の国・地域での機会／リスク把握

取引先のチェック

サプライチェーンの脆弱性確認

特定の自社商材の機会／リスク把握

産官学連携の機会調査

特に重視している取組みはない

その他

わからない

インテリジェンス

インテリジェンス活動として最も重視するのが中長期の成長戦略についての機会やリスク調査で29.8％を占めました。直近の機会や
リスクだけでなく、長期的な視点を持とうとする企業の姿勢が垣間見えます。

インテリジェンス活動で重視する取組み

（複数選択可／ n=151）

中期／長期成長戦略の機会／リスク調査



Ⅱ.
主要リスクテーマに関する
企業動向
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気候・エネルギー
安全保障
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37.0%

35.8%

24.7%

17.9%

17.9%

10.5%

22.8%

0.0%

3.1%

中長期的なエネルギー転換を想定したシナリオ分析や対応策の策定

気候変動をはじめとする長期的な環境問題を踏まえたサプライチェーン対応

クリーン技術の研究開発

経済安全保障を踏まえ、懸念国の資源や製品への依存度を下げたサプライチェーン対応

重要資源の再利用・再資源化に向けた取り組み

紛争や有事発生時の需給ひっ迫を想定したシナリオ分析や対応策の策定

上記のいずれも実施していない

その他

わからない

気候・エネルギー安全保障

中長期的なエネルギー転換を想定したシナリオ分析・対応策の策定が最多（37.0％）となる一方で、経済安全保障を踏まえた
サプライチェーン対応、重要資源の再利用・再資源化に向けた取組みも約18％ありました。気候変動・エネルギー分野でも経済安全保
障の観点が一定程度浸透していると考えられます。

気候・エネルギー安全保障分野における施策の実施状況

（複数選択可／ n=162）

中長期的なエネルギー転換を想定したシナリオ分析や対応策の策定

重要資源の再利用・再資源化に向けた取組み

経済安全保障を踏まえ、懸念国の資源や製品への依存度を下げたサプライチェーン対応

重要資源の再利用・再資源化に向けた取組み



輸出管理
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70.3%

67.2%

59.4%

56.3%

43.8%

34.4%

23.4%

3.1%

輸出関連データ・文書の管理

該非判定

輸出管理業務のワークフロー化

取引禁止対象スクリーニング

原産地証明

品目管理

貿易協定管理

その他

28.4%
26.5%

24.1%

21.6%
19.1%

19.1%

13.6%

11.1%

6.2%

30.9%

3.1%

9.9%

社内教育

技術情報の管理

取引先のデューデリジェンス・監督

システム導入による業務効率化

輸出管理データ・文書の管理

グループ輸出管理体制の構築・強化

貿易管理業務の標準化

米国ＯＦＡＣ規制・米国輸出管理規則：Ｅ…

「みなし輸出」管理強化への対応

特に課題はない

その他

わからない

輸出管理

輸出管理に関しては、社内教育に課題を抱える企業が28.4％と最多であり、システム導入による業務効率化に課題を抱える企業が
20%を超えています。ツールを導入している企業では、過半数が輸出関連データ・文書の管理や該否判定を中心とした基本的な機能を
取り入れています。

輸出管理規制への対応上の課題

（複数選択可／ n=64）（複数選択可／ n=162）

ツールを導入している輸出管理業務

米国OFAC規制・米国輸出管理規則：
EARへの対応の遅れ

社内教育

システム導入による業務効率化

取引禁止対象スクリーニング

輸出管理業務のワークフロー化

輸出関連データ・文書の管理

該否判定



セキュリティ・クリアランス
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53.6%

50.0%

46.4%

35.7%

21.4%

17.9%

3.6%

7.1%

7.1%

クリアランス手続きや運用に係る社内のリソース不足

情報の保全体制整備に係る各種負担の発生

手続きや運用に係るプライバシー情報への配慮

クリアランス取得後の情報漏洩リスク

評価者の同意拒否や取り下げ、行政の認定を受…

取引先がクリアランスを取得した場合の自社への影響

特に懸念・課題を感じていない

その他

わからない

8.3%

7.1%

6.4%

3.8%

1.9%

1.9%

60.3%

2.6%

21.8%

政府や諸外国が保有するサイバー脅威・対策…

産業・技術戦略、サプライチェーン上の脆弱性…

規制制度の審査等に係る検討・分析に関する…

クリアランス保有が前提の入札や政府調達、国…

衛星・ＡＩ・量子、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ と…

国際共同研究開発における相手先企業からの…

制度の活用を検討していない

その他

わからない

セキュリティ・クリアランス

セキュリティ・クリアランス制度の対象となる企業では8.3％がサイバー脅威・対策等に関する情報の共有での活用が検討されています。
制度活用における課題では、約半数の企業が社内のリソース不足や情報保全体制整備、プライバシー情報への配慮など社内体制の
整備を挙げています。

「セキュリティ・クリアランス（適格性評価）」制度
の活用を検討している領域

（複数選択可／ n=28）

「セキュリティ・クリアランス（適格性評価）」制度
の活用における課題

（複数選択可／ n=156）

衛星・AI・量子、Beyond 5G といった、次世代技術の
国際共同研究開発に関する機会の拡充

国際共同研究開発における相手先企業からの情報開示

クリアランス保有が前提の入札や政府調達、
国際会議への参加

産業・技術戦略、サプライチェーン上の脆弱性等
に関する情報へのアクセス

規制制度の審査等に係る検討・分析に関する
情報へのアクセス

政府や諸外国が保有するサイバー脅威・対策等
に関する情報の共有

評価者の同意拒否や取り下げ、行政の認定を
受けられなかった場合の対応

クリアランス手続きや運用に係る社内リソース不足

手続きや運用に係るプライバシー情報への配慮

情報の保全体制整備に係る各種負担の発生

取引先がクリアランスを取得した場合の自社への影響



サーキュラーエコノミー
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38.4%

35.4%

14.0%

7.9%

4.9%
3.0%

1.2%

37.8%

1.2%

3.7%

廃棄物の削減や製品の長寿命化

再生可能な原材料の調達

使用済み製品や廃棄物等から重要鉱物・原材料を回収

リマニュファクチャリング（使用済み製品の解体・再製品化）

回収した鉱物を再資源化し、電池材料等の製品に再利用

希少資源・重要鉱物を使用しない製品開発

電子機器や家電製品等の都市鉱山の活用

上記のいずれも行っていない

その他

わからない

サーキュラーエコノミー

資源確保の観点からも関心が高まるサーキュラーエコノミー（循環経済）ですが、最多の取組みは廃棄物の削減や製品の長寿命化で
38.4％、再生可能な原材料の調達が35.4％でした。廃棄物回収に係る回答は全体的に少なく回収のエコシステム確立は道半ばです。

サーキュラーエコノミーにおける実施施策

（複数選択可／ n=164）

再生可能な原材料の調達

廃棄物の削減や製品の長寿命化

使用済み製品や廃棄物等から重要鉱物・原材料を回収

リマニュファクチャリング（使用済み製品の解体・再製品化）

回収した鉱物を再資源化し、電池材料等の製品に再利用



Ⅲ.
国際情勢と企業動向
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米国新政権
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52.9%
36.1%

29.0%
18.7%

15.5%

13.5%
11.6%

8.4%

8.4%

17.4%

6.5%

2.6%

輸入品全体への一律関税引き上げ

中国を標的にした関税引き上げ

パリ協定脱退等の気候変動対策の後退

中国企業が米国への輸出拠点とする国（メキシコ等）への関税引き上げ

インフレ削減法撤廃／改正を含むＥＶ販売促進策の縮小や撤廃

相手国と同じ関税率を課す「相互貿易法」

ＦＲＢの米金融政策への介入

化石燃料の米国内生産の推進

移民関連規制の強化

特に懸念しているリスクはない

その他

わからない

米国新政権

米国新政権発足で懸念するリスクとして、すべての国からの輸入品に対して一律で関税を高める「一律関税」を含む関税の引き上げが
最も警戒されています。実現性に不透明感もあるものの、幅広いサプライチェーンが悪影響を受けると受け止められています。
気候変動対策の後退を懸念する企業も29.0％ありました。

米国新政権により懸念するリスク

（複数選択可／ n=155）

輸入品全体への一律関税の引き上げ

パリ協定脱退などの気候変動対策の後退

中国企業が米国への輸出拠点とする国（メキシコ等）への関税引き上げ

中国を標的にした関税引き上げ

相手国と同じ関税率を課す「相互貿易法」

インフレ削減法撤廃／改正を含むEV販売促進策の縮小や撤廃

FRBの米金融政策への介入
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19.2%

17.9%

15.2%

13.9%

8.6%

1.3%

48.3%

1.3%

7.3%

ＡＩ、自動運転車を含む技術分野の規制緩和

米国内生産の優遇

ハイブリッド車等を含む内燃機関車の存続策

法人税の引き下げ

化石燃料の米国内生産の推進

移民関連規制の強化

特に期待する事業機会はない

その他

わからない

米国新政権

米国新政権で期待する事業機会のうち、最多はAI、自動運転車を含む技術分野の規制緩和で19.2％でした。新政権は規制緩和に
関心が高く、関連市場が活性化すると捉えているとみられます。新政権は製造業誘致にも熱心であり、米国内生産の優遇に期待すると
の回答も17.9％みられました。

米国新政権により期待する事業機会

（複数選択可／ n=151）

米国内生産の優遇

AI、自動運転車を含む技術分野の規制緩和
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10.4%
7.8%

6.5%

5.8%
5.8%

4.5%

3.2%

1.9%

0.6%

0.0%

63.6%

1.9%

4.5%

米国事業の拡大

為替予想を従来よりドル高に見直し

自動車関連事業の戦略見直し

為替予想を従来よりドル安に見直し

貿易管理体制の見直し

エネルギー関連事業の戦略見直し

米国事業の収益予想を従来より上方修正

米国事業の収益予想を従来より下方修正

米政界へのロビイング活動強化

米国事業の縮小

特に検討している対応はない

その他

わからない

米国新政権

米国新政権が関税の引き上げなど自国第一主義を掲げていることなどを受け、米国事業を拡大するとの回答が10.4％で最多となりまし
た。米国新政権の政策が為替レートに与える影響は不透明感が強く、ドル高とドル安の双方の見方に分かれています。

米国新政権の発足を踏まえた米国における事業戦略の見直し状況

（複数選択可／ n=154）

米国事業の拡大

為替予想を従来よりドル高に見直し

為替予想を従来よりドル安に見直し
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13.2%
7.9%
7.9%
6.6%
6.6%

2.0%

2.0%

0.7%

0.7%

61.2%

5.3%

9.9%

その他ＡＳＥＡＮ諸国

インド

米国

ベトナム

日本

ＥＵ

メキシコ

中国

カナダ

サプライチェーン組み換えを検討していない

その他

わからない

27.0%
1.3%

0.7%

0.7%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

61.8%

3.9%

6.6%

中国

ＥＵ

米国

日本

その他ＡＳＥＡＮ諸国

カナダ

メキシコ

ベトナム

インド

サプライチェーン組み換えを検討していない

その他

わからない

米国新政権

サプライチェーン依存度低下を検討する国・地域の首位は中国で27.0％でした。米国政権は中国に高い関税引き上げを表明しており、
懸念が集中しました。依存度を高める国にはインドや東南アジア諸国が上位に来ており、アジア圏内でのサプライチェーン多元化に関心が
集まっています。

サプライチェーン依存度を下げること
を検討している国・地域

（複数選択可／ n=152）

サプライチェーン依存度を高めること
を検討している国・地域

（複数選択可／ n=152）

中国 その他ASEAN諸国

インド

ベトナムを除くASEAN諸国

ベトナムを除くASEAN諸国

EU

EU

ベトナム

日本

米国
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9.7%
7.1%

5.8%
4.5%

3.9%

3.2%

1.3%

1.3%

1.3%

1.3%

65.2%

5.8%

5.8%

中国国内での調達割合低下

中国事業成長戦略の下方修正

中国での販売計画の下方修正

中国国内の生産拠点減少

米国向け輸出量減少

中国国内での調達割合上昇

中国事業成長戦略の上方修正

中国国内の生産拠点増加

中国生産の一貫体制の構築

中国での販売計画の上方修正

特に見直しは検討していない

その他

わからない

米国新政権

米国新政権発足で中国事業を見直す動きが出ています。調達割合の低下（9.7%）や成長戦略の下方修正（7.1％）、
販売計画の下方修正（5.8％）など逆風を受けていると考える企業がみられます。

米国新政権の発足を踏まえた中国における事業戦略の見直し状況

（複数選択可／ n=155）

中国事業成長戦略の下方修正

中国での販売計画の下方修正

中国国内での調達割合低下



ロシア・ウクライナ情勢
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71.4%

57.1%

42.9%

14.3%

0.0%

0.0%

14.3%

市場の見通しが不透明である

社員の安全を確保できる状況にない

現地の法制度・規制に不安がある

自社の技術・ノウハウが不足している

上記のいずれも該当しない

その他

わからない

3.2%

1.3%

0.6%

0.0%

89.7%

0.6%

5.8%

交通インフラ

エネルギー

農業・食糧

デジタル

検討していない

その他

わからない

ロシア・ウクライナ情勢

ウクライナで膨大な復興需要が発生する見通しですが、参画を検討する企業はいずれの分野でも5%に満たないことがわかりました。
検討するうえでの課題として、市場の見通し（71.4%）や社員の安全確保（57.1%）に課題を抱える企業が多く、情勢が安定しない
限り参画が難しいととらえる企業が多い状況です。

ウクライナでの復興事業を検討している分野

（複数選択可／ n=7）

復興事業を検討するうえでの課題

（複数選択可／ n=155）

5%未満

エネルギー

交通インフラ

デジタル

農業・食糧

市場の見通しが不透明である

社員の安全を確保できる状況にない



台湾情勢
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32.9%

19.4%
17.4%

15.5%
7.7%

5.8%

5.2%

1.9%

0.6%

0.6%

49.7%

1.3%

1.3%

関連情報の収集

有事を想定したＢＣＰの策定

駐在員等の退避計画策定

サプライチェーンリスクの洗出し

サイバーセキュリティの強化

調達先の切替え・多元化

有事を想定したシミュレーション訓練の実施

在庫の積増し

中国拠点の国外移管

台湾拠点の国外移管

特に取組みを行っていない

その他

わからない

台湾情勢

台湾情勢では社員保護やサプライチェーンリスク特定に関心が集まっています。取組み項目として、BCPの策定が19.4％、
駐在員の退避計画策定が17.4％、サプライチェーンリスクの洗い出しも15.5％となりました。

台湾情勢の緊迫化を念頭に置いた取組みの実施状況

（複数選択可／ n=155）

駐在員などの退避計画策定

有事を想定したBCPの策定

サプライチェーンリスクの洗い出し



中東情勢
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22.7%
7.8%

7.1%

3.2%

1.9%

1.3%

0.6%

0.6%

59.1%

1.9%

3.9%

エネルギー価格高騰への備え

中東の情報収集体制の強化

調達網の見直し

駐在員安全確保マニュアルの見直し

販売先の見直し

生産拠点の見直し

在庫の積増し

中東向け投資の縮小・凍結

特に対応を検討していない

その他

わからない

中東情勢

22.7％の企業はエネルギー価格高騰に備えていると回答しました。中東情勢は不安定な状態が続いており、日本が強く依存する中東
産原油の供給に影響を及ぼすおそれがあることが背景とみられます。

中東情勢を踏まえた取組みの実施状況

（複数選択可／ n=154）

エネルギー価格高騰への備え



反ESG
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13.0%

11.0%

8.4%

7.1%

2.6%

66.9%

1.9%

7.8%

自社の環境重視の取組みに悪影響が懸念される

中長期経営計画に影響が生じる

自社の商品やサービスの販売への悪影響が懸念される

情報発信方法を変える必要が生じる

自社の採用や昇進方針が批判され得る

自社への影響は限定的である

その他

わからない

反ESG

反ESG*が環境施策に悪影響を及ぼす（13.0%）、中長期経営計画への影響を懸念する（11.0％）との回答がありました。
サステナビリティ施策の負担やそれに伴う反動が中長期的に続くと感じていることが背景と考えられます。

反ESGに関して懸念する影響

（複数選択可／ n=154）
*ESGに懐疑的な意見・動向で、気候変動対策やDEIなどを批判する立場を取る

中長期経営計画に影響が生じる

自社の環境重視の取組みに悪影響が懸念される
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10.5%

7.2%

4.6%

2.6%

0.0%

71.9%

1.3%

9.2%

自社商品やサービスの宣伝でＥＳＧを訴えすぎないよう注意

商品やサービス開発戦略を見直し、経済合理性を重視

採用や昇進方針でＥＳＧを訴えすぎないよう注意

自社のＥＳＧの取り組みを縮小

反ＥＳＧの影響を受けやすい事業の縮小

特に対応を検討・実施していない

その他

わからない

反ESG

反ESGに対応するために、商品やサービスの宣伝でESGを訴えすぎないようにするとの回答が10.5％で最多でした。
目立ちすぎることで標的となりやすくなるとの受け止めが広がっています。経済合理性を重視した開発戦略も7.2％を占めました。

反ESGに関して必要になる対応

（複数選択可／ n=153）

商品やサービス開発戦略を見直し、経済合理性を重視

自社商品やサービスの宣伝でESGを訴えすぎないよう注意

自社のESGの取組みを縮小

反ESGの影響を受けやすい事業の縮小

採用や昇進方針でESGを訴えすぎないよう注意
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